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　圧力容器に使用されている鋼材
の強度を切欠きを有する試験片を
用いて測定すると、高温域で高く
（延性）、低温域では低く（脆性）な
り、延性から脆性に強度が変化す
る温度域（延性脆性遷移温度）が存
在する（図1）。中性子照射を受け
ると、この延性脆性遷移温度が高
温側にシフトする（遷移温度の上
昇）とともに、高温域での強度が低
下する（上部棚靭性の低下）ことが
知られている。この現象を総称し
て照射脆化と呼ぶ。
　運転中のプラントの安全性を確
保するために、遷移温度の上昇と
上部棚靭性の低下は定期的に取り
出される監視試験片を試験するこ
とで確認するとともに、数式を用

いてこれらの脆化量を計算し予測
している。圧力容器の安全性では
特に遷移温度の上昇量が重要とな
ることから、狭い意味では、遷移
温度の上昇の予測法のことを脆化
予測法と呼ぶ。本稿では特に断ら
ない限り遷移温度の上昇量を脆化
量、またその予測法を脆化予測法
と呼び、以下ではこの方法につい
て中心的に説明したい。

照射脆化研究と脆化予測法
開発の変遷
　圧力容器鋼の照射脆化について
は1940年代から研究が行われてお
り、中性子照射により材料の強度が
変化することが知られていた。60
年代終わりから70年代初めにかけ
て、鋼材中の不純物である銅の量が

多いと脆化量が大きくなることが明
らかとなり、次いで銅の含有量の多
い鋼材では銅とニッケル（これは添
加元素）が相互作用することで脆化
量にニッケルの影響が表れること、
なども分かってきた。
　このような知見を踏まえて、米
国では脆化予測法が規格や指針に
定められるようになってきた。73
年には米機械学会で銅の含有量と
照射量から脆化量を見積もるため
の予測線図が定められた。その後、
75年に米原子力規制委員会（NRC）
が、鋼材に含まれる元素の量から
計算される化学成分項と、中性子
の照射量から計算される照射量項
を掛け合わせた形式の脆化予測式
を規定した。銅とニッケルを考慮
した米国の現在の予測法は88年に
策定された。
　日本では80年代に照射脆化に関
する大規模な国家プロジェクト研
究が実施され、その成果を基に米
国の脆化予測式に倣った脆化予測
が開発された。この結果は日本電
気協会の「JEAC4201-1991」とし
て規格化され、国内軽水炉の照射
脆化予測に用いられてきた。
　これらの式はいずれも、従来知
見と材料データの統計解析に基づ
き式の形をある程度定めた上で、
データを再現できるように式の係
数を決めるという手順で作られた
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ものであり、いわば「現象論的脆化
予測法」ということができる。
　一方、照射試験を通じて種々の
データが蓄積される中、照射脆化が
どのような原因で生じているのか、
化学成分への依存性はどのような理
由で生じるのかなど、いわゆる照射
脆化のメカニズムの研究も並行して
精力的に行われてきた。不純物の銅
の原子は鋼材の中で塊を作りやすい
性質を持っていることから、銅を多
く含む鋼材中では中性子照射によっ
て銅の塊の形成が進むこと、また中
性子が鋼材に入射することによって
金属の結晶にひずみが生じることな
どが80年代に明らかになった。90
年代に入ると、アトムプローブ法と
呼ばれる金属中の原子1つひとつの
種類と位置を測定することのできる
技術などの利用により照射脆化のメ
カニズムに関する従来知見が大幅に
精緻化された。
　これらの研究の進展に伴い、現象
論的な脆化予測法の流れとは別に、
メカニズムの理解に基づき式の形を
定め、照射脆化を予測しようとする
試みも80年代から並行して行われ
てきた。98年に発表された、Eason、
Wright、Odetteによる米国の予測法
（EWO法）はこのような研究の集大
成の1つといえ、「機構論的予測法」
の代表例である。
　EWO法では、照射脆化が銅を含
む析出物（塊）とマトリックス損傷
（後述）の2種類の金属組織変化によ
り生じるとした。また、実験によっ
て確認されてきた照射温度や照射速
度の影響も予測式に組み込まれた。
式の形は現象論的な脆化予測法より
複雑なものとなったが、監視試験
データを精度よく予測することが可
能になり、また照射脆化という現象

に対する説明性が大幅に向上した。
この予測式はその後も改良が重ねら
れ、2007年に開発された最新版が
米国の規制に反映されている。
　日本では、JEAC4201-1991の国
内脆化予測式の開発後、多くの新た
な監視試験データが蓄積され、91年
版の予測精度に改善の余地があるこ
とが次第に明らかになってきた。こ
れを受けて、電気事業者と電力中央
研究所は04年から国内軽水炉の監
視試験片の最新技術によるミクロ組
織の詳細調査を実施した。また05
年から実施された原子力安全基盤機
構の国家プロジェクトでは、材料試
験炉で照射された圧力容器鋼の系統
的なミクロ組織観察研究が実施され
た。これらの研究により、日本の圧
力容器鋼材の主流である銅含有量が
比較的少ない鋼材も含めて照射脆化
のメカニズムが明らかになってきて
いる。また精緻な計算機シミュレー
ションなども考慮することで、特に
照射速度が遅いことが脆化に与える
影響が明らかとなった。さらにこれ
らの成果に基づき、新たな脆化予測
法が開発されるに至った。次節でこ
の現状について少し詳しく述べる。

脆化メカニズムの理解の現状
　1990年代からの共通のコンセン
サスとして、銅を中心とする析出物
（以下、「銅濃縮クラスター」あるい
は「クラスター」）、マトリックス損
傷、燐の粒界偏析などが主要な要因
であると考えられてきた。前二者は
金属を変形しにくくすることによっ
て脆化に寄与するのに対し、燐の粒
界偏析は金属の結晶と結晶の境目
（粒界）で金属の破壊を生じやすくす
ることによって脆化に寄与する。こ
れまで欧州や日本で行われてきた系

統的な研究から、中性子照射による
燐の粒界偏析は燐の量によらず必ず
生じるものの、これが破壊に影響す
るのは燐の量が極端に高い場合だけ
であり、日本や米国、西欧の圧力容
器では問題とならないことが分かっ
ている。そこで、以下では銅濃縮と
マトリックス損傷について述べる。
　銅濃縮クラスターを実験的に調べ
るには、前述のアトムプローブ法が
有効である。この観察技術では、極
めて鋭利な針状の微小試験片を作製
し、その先端にパルス電圧をかける
ことで原子を針の先端表面から1つ
ずつ剥がし、それを検出器で捕らえ
て原子の位置と種類を決める（図
2）。特に2000年代になってからの
飛躍的な技術革新によって、アトム
プローブ法が元素の分布を調べる上
で欠かせない手法となった。
　中性子照射を受けた銅含有量が比
較的多い鋼材では、銅原子同士が塊
（銅濃縮クラスター）を作る様子が明
確に捉えられた（図3）。ただしこれ
らクラスターには、銅原子よりも多
くのニッケル、マンガン、シリコン
といった元素が同時に集まっている
ことも明らかになった。さらに銅の
含有量が非常に少ない鋼材では、銅
を含まないニッケル・マンガン・シ
リコンだけからなるクラスターが形
成され、これが脆化に寄与している
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図2　アトムプローブの原理
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ということもアトムプローブ法によ
る観察で初めて明らかになった。ま
た、同じ照射量まで短時間で照射し
た場合と時間をかけてゆっくり照射
した場合とでは、後者の方がクラス
ターの直径が大きくなることも明ら
かになった。計算機シミュレーショ
ンを用いた研究から、非常にゆっく
り照射する場合には、運転温度に長
時間（20～ 30年）晒されることの影
響が顕在化することも分かった。
　一方のマトリックス損傷について
は、透過電子顕微鏡や陽電子消減法
により実験的に調べることができ
る。マトリックス損傷の素性は照射
の条件によって変わり得るが、これ
までの研究から、軽水炉の運転条件
で形成される転位ループ（本来の結
晶格子の位置からはじき出されて原
子と原子の隙間に入り込んだ鉄原子
が円盤状に並んでできた結晶のひず
み）である可能性が高いことが分
かってきた。
　ところで照射脆化のメカニズムを
知る上では、これらの微細な金属組
織変化とシャルピー衝撃試験で測定
される脆化量との関係が重要であ
る。これまで蓄積されてきたミクロ
組織と材料強度のデータベースか
ら、クラスター中に含まれる銅の多
寡によらず、クラスターの体積の合
計が材料の体積に占める割合（クラ
スター体積率）が脆化量と非常によ
い相関を持つことが分かった。不純
物の銅が多い鋼材ではクラスターが

形成されやすいため、結果として銅
が多いとクラスター体積率が増加し、
脆化量が大きくなると考えられる。
　マトリックス損傷が基本的に転位
ループによるものであるとすれば、オ
ロワンモデルと呼ばれる方法によっ
て脆化への寄与を見積もることがで
きる。実験から得られた転位ループ
の密度や大きさに基づく評価からは、
マトリックス損傷の寄与は必ずしも大
きくないという結果が得られている。

国内の脆化予測法
　メカニズムに関する上記の理解と、
1991年以降2006年末までに新たに
蓄積された国内軽水炉の監視試験
データベースに基づき、電気事業者
と電力中央研究所では新たな脆化予

測法を開発した。この脆化予測法で
は、従来の現象論的予測法とも、ま
た最近の米国の機構論的予測法とも
異なるアプローチが採用されている。
　すなわち、まず中性子照射によっ
て鋼材中に生じるミクロ組織の時間
変化を表す連立微分方程式を立て、
これを解くことでミクロ組織変化を
予測する。次に得られたミクロ組織
の予測値、すなわちクラスターの体
積率や転位ループの数密度を基に、
遷移温度の上昇量を計算する。ミク
ロ組織としては、転位ループを主体
とするマトリックス損傷、銅同士が
結合し成長することで形成されるク
ラスター（照射促進クラスター）の
ほかに、中性子照射下で生じる照射
欠陥に銅やニッケルなどの元素が偏
析することで形成されるクラスター
（照射誘起クラスター）を考慮する
など、アトムプローブなどで得られ
た知見を取り入れた。
　この方法は、従来の脆化予測の方
法と全く異なる方法であるが、照射
脆化研究により得られた知見を直接
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的に予測法の式に反映することので
きる方法といえる。また、ミクロ組
織変化の実測値と予測値の直接比較
によって予測法の基本的なモデルの
妥当性を検証できることや、新たな
知見が得られた場合に式の改良が容
易であることなど、従来の簡易な関
数を用いた予測式にはない利点があ
る。この新たな予測法を用いること
で、照射量は少ないものの長い時間
をかけてゆっくり照射される条件
（沸騰水型軽水炉の条件）での銅含
有量の多い鋼材の脆化や、加圧水型
軽水炉で高い照射量まで照射された
銅含有量の少ない鋼材に対する予測
の精度が大幅に向上した。
　この脆化予測法は日本電気協会規
格「JEAC4201-2007」に反映された
後、米国データなどとの比較を通じ
て国による妥当性の検証が行われ、
現在、国内圧力容器の照射脆化の予
測法として用いられている。図4は開
発当時（06年末）の国内監視試験デー
タと予測値の比較を示したものであ
る。91年に規定された脆化予測法（図

中の04年予測値）と比べて精度が大
幅に向上したことが見て取れる。
　電気事業者ではこの脆化予測法の
開発を機に国内監視試験片のミクロ
組織観察を監視試験の一部として実
施し、国内監視試験データのデータ
ベース化作業と合わせて脆化予測法
の妥当性検証と精度改善に役立てて
いる。

最新の監視試験データとの
比較と今後の進め方
　JEAC4201-2007の脆化予測法を
制定した時点では、銅含有量の少な
い鋼材で最大6×1019n/cm2程度の

照射量であり、銅含有量の多い鋼材
で最大5×1019n/cm2程度の照射量

であった。その後、銅含有量の少な
い鋼材では1×1020n/cm2程度の照

射量のデータが得られ、また銅含有
量の多い鋼材でも6×1019n/cm2を

超える照射量の監視試験データが
得られた。銅含有量の少ない鋼材に
対しては、JEAC4201-2007の予測
値は概ね妥当であるが、照射量が高

く銅含有量の多い鋼材に対しては、
予測値が実測値よりも低くなる例
が認められるようになった。
　その例として、九州電力玄海1号
機母材では第4回監視試験での脆化
量の実測値がJEAC4201-2007によ
る遷移温度上昇量の予測値（関連温
度調整値）を14℃上回るという結果
が得られた。圧力容器は監視試験片
よりも少ない量の中性子照射しか受
けないため、現時点でのプラントの
運転には問題はないが、この脆化の
要因を調べるために、九州電力では
第4回監視試験片の包括的なミクロ
組織観察を実施した。クラスター形
成やマトリックス損傷形成の観察結
果は概ねデータのばらつきの範囲内
であり、これまでの脆化メカニズム
の理解から外れるものではないこと
が確認された。これを受けて電気事
業者では、脆化予測法の式の形はそ
のままとし、最新の監視試験データ
をデータベースに加えて式の係数の
自動最適化を再度試みた。この結果、
高照射量での脆化の予測値が改善さ
れた（図5）。
　今後とも監視試験片のミクロ組織
観察などにより照射脆化のモデルの
検証を行うとともに、最新の知見を
取り込んで脆化予測法を適宜見直し
ていく。

◇　　　　◇　　　　◇
　本稿は照射脆化予測の詳細につい
て述べた。圧力容器の安全性を確認
するためには、脆化予測を踏まえた圧
力容器の構造健全性評価が非常に重
要である。連載の第3回目では、構造
健全性評価の詳細について述べる。
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